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「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）」の一部改定に関するお知らせ 

当社は、「会社法の一部を改正する法律」（平成26年法律第90号）および「会社法施行規則等の一部を

改正する省令」（平成27年法務省令６号）が平成27年５月１日付で施行されることを受け、本日開催の取

締役会において、「業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）」の一部改定を決議しました

ので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、本基本方針の本質を変更しない範囲での表現の見直しも併せて行っております。（改定箇所につ

きましては下線で示しております。） 

記

１．取締役・使用人の職務執行が法令・定款に適合することを確保するための体制

①当社は、すべての取締役・使用人に法令・定款の遵守を徹底するとともに、「企業行動基本方針」お

よび「行動指針」ならびに法令・定款に違反する行為を発見した場合の報告体制を定めたコンプラ

イアンス規程を周知徹底する。

②反社会的勢力との関係を断絶するため、「企業行動基本方針」および「行動指針」において、反社会

的勢力には毅然とした対応をし、一切関係を持たない旨を定め、その遵守を徹底するとともに、所

轄警察等と連携して不測の事態に備える。

③万一コンプライアンスに関連する事態が発生した場合、コンプライアンス担当取締役は、その内容・

対処案を代表取締役、取締役会、監査役に報告する。

２．取締役の職務の執行にかかる情報の保存・管理に関する事項

取締役の職務の執行にかかる情報・文書は、社内標準（各種規程およびそれに関する業務マニュア

ル等）に従い適切な保存・管理（廃棄を含む。）を実施し、常時閲覧可能にする。また、必要に応じ

て運用状況の検証、見直し等を行う。

３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

①当社は、リスク管理規程に基づき、リスク管理システムを構築・運用するとともに、継続的改善を

通して企業価値の向上を図る。リスク管理委員会は、当該システムの適切な運用を推進し、またリ

スク管理にかかる重要事項を審議する。 

②大規模災害により会社に著しい損害が発生した場合に備えた事業継続管理システム（ＢＣＭＳ）規

程に基づき、事業中断を最小限にとどめ、企業としての社会的責任を遂行する。

③企業活動を円滑にし、損失の危険を発見するため、各部署は社内標準の整備を行う。

④代表取締役社長が直接管掌する監査室は、年間監査計画に基づき業務監査を実施し、その結果を代

表取締役に報告する。 



⑤監査室は、法令・定款違反その他の事由に基づく損失の危険のある業務執行を発見した場合、当該

危険の内容等を代表取締役社長に報告する。 

４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

①取締役会は、経営審議会が経営理念を機軸に策定した中期経営計画等を決議する。経営審議会は、

定期的に中期経営計画等の進捗状況の確認、計画見直し等を行う。

②各取締役は、重要な業務執行について、取締役会規則に定める決議事項に基づき、すべて取締役会

に付議する。

③日常の業務執行に際しては、職務権限規程・業務分掌規程等に基づき、各レベルの責任者が意思決

定ルールに則り業務を遂行する。

５．財務報告の信頼性を確保するための体制 

①当社は、内部統制の目的の一つである「財務報告の信頼性」を達成するため、財務報告に係る内部

統制規程に基づき、社内体制の充実を図る。 

②代表取締役社長は、内部統制が有効に機能する体制を構築し、誠実に運用させ、適正な会計処理に

基づいた財務報告を行う。 

③代表取締役社長は、監査室に定期的、継続的に内部統制の有効性を評価させる。 

６．当社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

①当社は、グループ経営理念やグループの中期経営計画を策定するとともに、グループ社長会、業績

報告会、連絡会を定期的に開催し、グループ会社管理規程により、グループ全体の連携を図る。

②当社は、子会社に規模や業態等に応じた適正数の取締役・監査役を置き、必要に応じて当社の取締

役や使用人に兼任させる。また、子会社が取締役会において重要案件を決議する場合は、事前に当

社が協議する体制とする。

③監査室は、当社と子会社との間における不適切な取引や会計処理の発生を防止するため、子会社の

内部監査部門やこれに相当する部署と十分な情報交換を行う。また、内部監査部門を持たない子会

社に対し業務監査を実施する。 

④当社は、子会社から取締役会付議議案とその結果のほか、コンプライアンス上の重要な事項、災害

や業務遂行で生じた損害、訴訟提起等の事実がある場合は都度その内容の報告を受ける。

⑤経営企画担当取締役は、子会社に損失の危険が発生したことを把握した場合、当該損失の危険の内

容、発生する損失の程度、当社に対する影響等について、当社取締役会に報告する。

⑥当社は、コンプライアンス意識の醸成のため、当社だけでなく子会社の役員・使用人を対象に必要

な研修を実施する。また、総務部は、子会社からの法務相談に応じるほか、コンプライアンス、内

部通報、リスク管理、事業継続管理等に関する制度の整備を含む内部統制システムの取り組みを支

援する。

７．監査役の職務を補助すべき使用人と取締役からの独立性に関する事項 

①監査役からその職務を補助すべき使用人（以下、「監査役付スタッフ」という。）を求められた場合

は、監査役の意見を聴取し、これを任命する。なお、監査役付スタッフの評価や異動の人事は、監

査役と事前に協議したうえで決定する。

②監査役付スタッフは、専ら監査役の指揮命令下で職務を遂行し、取締役、監査室長等の指揮命令を

受けない。

８．当社および子会社の役員・使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告に関する

体制 

①当社の取締役・使用人は、直接または担当部署を通じて、当社の監査役に必要な報告および情報提

供を行う。

この際の報告・情報提供として主なものは、次の通りとする。

イ）経営審議会で決議された事項

ロ）会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項



ハ）重大な法令・定款違反

ニ）内部統制システム構築に関わる部門の活動状況

ホ）子会社に対する業務監査の状況

ヘ）重要な会計方針、会計基準およびその変更

ト）業績および業績見込の発表内容、重要開示書類の内容

チ）内部通報制度の運用状況や通報内容

リ）稟議書および監査役から要求された会議議事録

ヌ）その他コンプライアンス上重要な事項

②子会社の役員・使用人は、法令・定款違反その他の事由に基づく損失の危険のある業務執行を発見

した場合、当該危険の内容等を直接または当社・子会社の担当部署を通じて、当社の監査役に報告

する。

③監査役に報告・情報提供を行った当社および子会社の役員・使用人は、不利益な取扱いを受けない。

９．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

①監査役と代表取締役は、定期的に意見交換を行う。 

②監査役の職務を執行するうえで必要な費用は会社が負担するものとし、速やかに前払いまたは償還

を行う。

以 上


